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2020年 3月期決算・第二次中期経営計画説明概要 

 
 

シナネンホールディングス株式会社、上席執行役員の澤岡と申します。 

2020 年 3 月末の第 86 期決算及び 2021 年 3 月末の第 87 期決算見込みについて、ご説明いたします。 
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2020 年 3 月期の通期決算ですが、暖冬傾向の影響による販売数量の減少及び原油価格とプロパン CP の

下落に伴い、売上高につきましては、前年同期比 3.1%減少し、2,370 億円となりました。 

一方、営業利益につきましては、昨年度のような不適切な会計処理の影響もなく、前年同期比 38.5%増

加し、24 億円となりました。 

また、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、投資有価証券売却益、事業譲渡益、固定資産

売却益等により、特別利益 30 億円を計上したため、前年同期比 88.2%増加し、29 億円となりました。 

これに伴い、ROE も 3.4%から 6.3%へと改善いたしました。 

フリーキャッシュフローにつきましては、当期純利益は大幅に増加したものの、市況の変化に伴う仕入

債務の減少が売上債権の減少を上回り、また、太陽光発電所建設に伴うたな卸資産の増加等の要因によ

り、大幅な減少となりました。 
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セグメント別の売上高につきましては、BtoC 事業、BtoB 事業ともに前年同期比減少いたしました。 

一方で、非エネルギー及び海外事業につきましては、自転車事業や建物維持管理事業を中心に、前年同

期比増加いたしました。 



5 
 

 

 

セグメント別の営業利益につきましては、BtoC 事業、BtoB事業ともに増益となりました。 

また、非エネルギー及び海外事業につきましては、赤字幅が縮小いたしました。 

なお、セグメント利益調整額は、昨年度の不適切な会計処理に伴う特別調査委員会の費用や、シェアオ

フィス等の新規事業、本社ビル移転に伴うオフィス賃料等により、12 億円から 9 億円へと減少いたし

ました。 
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当期純利益につきましては、昨年度の不適切な会計処理に関連する、追加の貸倒引当金繰入はあったも

のの、投資有価証券売却益や、三河品川燃料関連の段階取得に係る差益、事業の選択と集中に伴う保険

事業売却益等により、前年同期比 88.2%の大幅増益となりました。 
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営業キャッシュフローにつきましては、当期純利益が大幅に増加したものの、市況の変化に伴う仕入債

務の減少が、売上債権の減少を上回り、また、太陽光発電所建設に伴うたな卸資産の増加等の要因によ

り、前年同期比 46 億円の減少となりました。 

投資キャッシュフローにつきましては、投資有価証券の売却や、事業譲渡による収入等により、前年同

期比 2 億円の増加となりました。 
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貸借対照表につきましては、総資産がわずかに減少しておりますが、自己資本比率は、2019 年 3 月末

に 51.6%であったものが、2020 年 3 月末には 53.1%へと増加しており、引き続き健全なバランスシー

トを維持しております。 
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次に、2021 年 3 月末の第 87 期の業績予想につき、ご説明させていただきます。 
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第二次中計初年度となります今期、2021 年 3 月期は、原油価格、プロパン CP の大きな上昇を見込まな

いため、売上高は減少の予想です。 

また、BtoB 事業における韓国の風力発電や、新型マイクロ風車事業への先行投資により、営業利益、

経常利益、当期純利益ともに減益を見込んでおります。 

資産効率を高めるために、事業の選択と集中、及び遊休資産の活用を行ってまいりますが、その損益に

与える影響は現時点で予測できないため、業績予想には反映しておりません。 

なお、新型コロナウイルスの収束時期を現時点で正確に見通すことが困難なため、上記の業績予想に

は、新型コロナウイルスの影響を反映しておりません。今後、業績予想の修正が必要となった場合に

は、速やかに開示いたします。 
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BtoC 事業における営業利益につきましては、検針等の効率化を目指した LPWA 設置に係る投資、顧客

管理システムへの投資等によるコスト増加を見込むものの、LPガス、灯油の新規顧客の開拓、営業権

の買収や M&A により、顧客件数を増加させることで、全体として増益を計画しております。 

とりわけ、LPガス、灯油、電気のセット販売を強化しながら、電気を中心とした顧客を拡大させる計

画です。 

BtoC 事業において、LPWA の展開は極めて重要な戦略の一つで、検針コストにとどまらず、物流コス

トや保安コストの削減を目指しております。また、水回りリフォーム専門店の展開により、非エネルギ

ー分野の販売も強化してまいります。 
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BtoB 事業における営業利益につきましては、韓国の風力発電事業や新型マイクロ風車事業に対する先

行投資による経費の増加、石油・ガスの差益低下により減少する見込みです。 

中長期的には、石油事業における BtoBtoCビジネス、すなわちホームセンター等と協業した灯油の宅配

や、建設現場等への軽油の直配等により収益を確保するとともに、高単価での販売が期待できる、環境

に優しい低 CO2 電力メニューを拡充し、収益を伸ばす計画です。 

また、海外の再生可能エネルギー事業のさらなる展開や、新型マイクロ風車事業の早期の収益化にも注

力してまいります。 
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非エネルギー及び海外事業の営業利益につきましては、とりわけ建物維持管理事業において賃金単価の

底上げや、休日の増加などの労働環境整備に伴う労務コストの上昇は見込まれるものの、自転車関連の

既存事業などでの収益力強化と業務効率の向上により、黒字化を目指しています。 



14 
 

 

 

最後に、株主還元方針ですが、安定的な配当を基本としていく点は不変です。引き続き、配当性向 30%

以上を目安としてまいります。 

2020 年 3 月期は、1 株当たり配当金を 75 円といたしました。一時的な特別利益により、1 株当たり当

期純利益が増えたこと、シェアサイクル事業、韓国の風力発電事業、新型マイクロ風車事業などへの投

資が計画されているため、配当性向は 27%となりました。 

2021 年 3 月期につきましては、1 株当たり 75 円の配当を予想しており、その場合の配当性向は 54%と

なる見込みです。 

これで通期の決算説明を終了させていただきます。ありがとうございました。 
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シナネンホールディングス株式会社、代表取締役社長、山﨑です。本日はよろしくお願いいたします。 

本来であれば、皆様をお招きさせていただいて開催を行い、直にお話をさせていただくべきところでは

ありますが、現在の状況下において、残念ながらビデオ開催となりました。何卒ご理解のほど、お願い

申し上げます。 

本日は、先日発表した、今年からスタートした 3 年間の第二次中期経営計画の説明をさせていただきま

す。 
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「Challenging New Worlds with Big Sky-thinking 大胆な発想で新しい世界への挑戦」というスローガ

ンを立てさせていただきました。 

第 4 次産業革命と言われているほど外部環境が大きく変化しています。そして、今回のコロナ禍は、働

き方改革を含め、外部環境の変化がさらに加速して、変化への対応を突き付けられています。この変化

には、既成概念にとらわれていては対応できなくなってきています。 

われわれは、2027 年に創業 100 周年企業として存在するために、既存の概念にとらわれることなく、

大胆かつ斬新な発想で三つの世界、社員が自主的に挑戦する世界、人材を含め異なる価値観を尊重する

多様性のある世界、収益構造が変革した世界、この三つを持った企業への挑戦という意味を込めて、こ

のスローガンを立てました。 
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本日の説明となりますが、第一次中期経営計画の振り返りから、当社グループのミッション、バリュー

に続き、第二次中期経営計画の詳細について説明をさせていただきます。 
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第一次中計、定量目標と結果はご覧のとおりです。営業利益 48 億円、ROE6.0%以上を目標として、石

油・ガス事業の利益と非石油・ガス事業の利益比率を 8：2 から 6：4 にすることを目指しました。しか

し、残念ながら、営業利益の達成と収益構造の改革は達成することができませんでした。 

営業利益が、当初計画を下回った主な要因は、収益構造改革のための新規事業開発投資によりコストが

先行したこと、人口減少に伴う人口移動や、想定以上の暖冬及び機器の省力化によるエネルギー消費量

の減少が続いたこと、また、当初計画したプロジェクトが遅延したことに起因しています。 

ROEにつきましては、投資有価証券の売却益をはじめとして、不動産の売却益、保険事業の売却益な

ど、資産の効率化、事業の選択と集中を進めたことによる特別利益の計上で 6.3%を達成いたしまし

た。 
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第一次中計では、六つの施策を実施いたしました。その取り組みと、今後の課題は記載のとおりです。 
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当社グループのミッション、経営理念は記載のとおりです。「エネルギーと住まいと暮らしのサービス

で地域すべてのお客様の快適な生活に貢献する」、これに変更はございません。 
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当社グループのバリュー、価値観は、社是である「信義、進取、楽業」です。この変革の時代におい

て、普遍的に社員のよりどころとなるものであり、大切にしていきたいと考えております。 
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次に、第二次中期経営計画について話をさせていただきます。 

第二次中計は、第三次中計、そして 2027 年 4 月に迎える創業 100 周年に向けてのマイルストーンと位

置付けています。第一次中計では、総合エネルギーサービス企業グループへの進化として、事業の売却

や撤退など、事業の選択と集中を進めた他、遊休資産、低稼働資産の売却など、資本効率にも着手いた

しました。 

第二次中計では、第三次中計での飛躍に向けた経営基盤を整備する期間とし、資本効率改善に向け、既

存事業や資産の選別をさらに進め、M&A を含む積極的な投資による新規事業の育成と実施を行うとと

もに、現在進行している新規事業の確実な収益の貢献を図ってまいります。 

具体的には、次ページ以降において説明をさせていただきます。 
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第二次中計は、第三次中計で飛躍的に、かつ持続的な成長をし続けるための基礎固めとして、以下の三

つの定性目標を掲げています。 

1 番目は、資本効率の改善です。2 番目は、持続的成長を実現するための投資です。3 番目は、社員の

考え方・慣習・行動様式の変革です。次ページから、個々に説明してまいります。 
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まず初めに、資本効率の改善です。資本効率を高めるために、利益率の向上と資産効率の向上を図って

いきます。既存事業のうち、利益率が低い事業については、戦略の見直しを行い、効率化を進め、利益

率向上を目指していきます。 

改善が見られない低効率事業は撤退、売却を行います。遊休・低稼働資産については、有効活用を進め

るか、売却を行い、その資金を資本効率の高い事業に集中させることで、利益率の高く、資本効率の高

い事業構造を構築してまいります。 
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次は、持続的な成長を実現するための投資です。既存事業における投資は、収益基盤強化のための

M&A、建物維持管理事業の規模拡大のための M&A など、業界での強固なポジションを固めるための投

資を進めます。 

また、成長のための投資としては、シェアサイクル事業への継続的な投資、海外での再生可能エネルギ

ー事業への事業投資、新型マイクロ風車関連事業への投資などがあります。コワーキングスペース、

seesawでの新規事業開発も期待されます。 

事業、業務の高度化、効率化投資としては、タイムリーな経営情報を取得可能な基幹システムや、DX

のための IT 投資があります。BtoC の効率化、高度化のための LPWA などへの投資も進めます。 
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三つ目は、社員の考え方・慣習・行動様式の変革です。会社の成長は、従業員の成長なくしては成し得

ません。社会の変革期においては、なおさら重要になってきます。社員の意識改革、行動様式の変革が

成長への要諦になります。 

2020 年 4 月に、風土改革プロジェクトを立ち上げました。このプロジェクトは、三つの施策からなり

ます。一つには、風土・体質改善として、個人・組織の意識改革をより強力に進めること。 

2 番目は、当社グループのバリューの一つである楽業を体現するような働き方改革を進めること。 

3 番目は、多様な人財を育成するための研修制度を充実させ、多様性のある登用と、適材適所に人財を

配置すること。これらを三位一体で推進することで、持続的成長が可能で、強固な組織体制を構築いた

します。 
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株主の期待収益率に応えるため、第二次中期定量目標の指標を ROE といたします。第二次中計の最終

年度である 2022 年度には、持続的に ROE6.0%以上を生み出す事業構造を確立し、第三次中計では、そ

れ以上の ROEをかせぎ出せるような体制にしていくことを目指します。 

ROE6.0%は、低すぎるのではないかというご批判もあるかもしれませんが、弊社の収益構造の柱となっ

ている BtoBの石油事業粗利益は、売上額に連動しない固定額です。石油事業部門の売上は、約 6 割あ

りますが、昨年は少し改善されましたが、それでもその売上高営業利益率は 0.8%であります。それ

が、社の ROEが低くなる要因の一つとなっています。ROEの向上を行うためにも、収益構造の改革が

必須であります。 
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次に、第二次中計の定性、定量目標を達成するために、それぞれの事業セグメントで、どのような戦

略、施策を行うのかをご説明いたします。 

エネルギー卸・小売周辺事業の戦略、施策を説明いたします。 

石油・ガス事業では、少子高齢化が加速度的に進み、マーケットが縮小し、単位消費量も低減していく

中で、高いシェアを維持していくことが重要です。そのために、同業のガス事業者のM&Aも、これま

で以上に積極的に推進し、M&A に限らず、自社への切り替えも進めます。 

これらの規模拡大に加え、LPWA など、IoT関連の効率化投資を実施し、高収益体質を確立してまいり

ます。 

電力事業は、ミライフでんきを拡販してまいりましたが、ガスや灯油のお客様に対して、プラス電気と

いうセット販売を推進してまいります。また、登録店、取次店制度を活用することで、ミライフでんき

を拡販してまいります。 

住まいと暮らしの事業では、関東エリアで水回りリフォーム専門店の出店を増やし、顧客の拡大と既存

のお客様への深耕を進めます。 

顧客管理システムを活用して、お客様のニーズに合致したサービスをタイムリーに提供できる仕組みも

導入します。 

また、増加しつつある空き家に対する管理サービスの提供などの不動産関連サービスも拡充し、地域に

根差した多様な事業を展開してまいります。 
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エネルギーソリューション事業、BtoB 事業には、シナネン、シナネン石油などがあります。石油事業

では、各地のホームセンターと連携して、灯油の宅配ビジネスを強化してまいります。 

また、工事現場向けの軽油の販売も強化し、川下市場への展開により、利益率向上を目指します。各地

にある石油類の卸基地である、オイルスクエアの再整備や、新規拠点開発などを進め、販売を強化して

まいります。 

電力・PV・ファシリティ事業では、電力の販売ではバランシンググループ化により、お客様の囲い込み

を進める他、環境に配慮した低 CO2 電力をメニュー化いたしました。 

新規事業については、後ほど説明させていただきますが、韓国での大型風力発電事業への参画、風力や

水力などの海外の再生可能エネルギー事業への投資や、海外展開も含めた新型マイクロ風車関連事業で

の積極的な販売を行ってまいります。 



30 
 

 

 

非エネルギー事業及び海外事業です。自転車小売事業のダイシャリンでは、新たな店舗戦略の下、利益

率向上を進めてまいります。新たなプライベートブランド自転車の開発も進め、お客様にとって魅力あ

る商品を提供してまいります。 

シェアサイクル事業では、ステーションの設置において、利用頻度の高いターゲットエリアを設定し、

そこでの運営の効率化を進めてまいります。自治体やコンビニ、不動産会社、鉄道会社などの企業と連

携し、お客様により利便性の高いサービスを提供してまいります。 

環境・リサイクル事業では、千葉市と埼玉県白岡市にある、木くずリサイクルセンターの安定的な稼働

と効率化で収益を確保いたします。 

リサイクルセンターで処理された木質チップは、バイオマス発電用燃料として使用されていますが、新

たなバイオマス燃料等の新規ビジネスについても、現在開発を行っています。 
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次に、システム事業では、安定収益確保のための既存事業の品質改善に加え、ネットワーク分野での新

規事業の開発を進めてまいります。 

抗菌事業では、コロナ対応の追い風に乗って、抗菌剤の製造能力の増大を図るとともに、鉛吸着剤の開

発推進を行うとともに、全ての分野における営業体制の再構築を行い、国内外における販売を拡大して

まいります。 

建物維持管理事業では、関東エリアを中心に M&A 等で事業規模の拡大を目指す他、集合住宅向けの総

合的ソリューションを提供してまいります。 

また、設備の施工、管理、保守の事業領域を拡大し、建物セグメントとして統合し、成長させていきま

す。 

この他、空調工事事業のシナネンファシリティーズでは、新しい委託業者の獲得を行っており、新たに

全館空調の施工、メンテナンス領域の拡大を行っています。 
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ここから、第二次中計における注目事業をご紹介させていただきます。 

水回りリフォーム専門店事業は、BtoC 事業のミライフが展開する事業になります。この事業は、非エ

ネルギー分野の収益力強化を目的に、リフォーム事業を拡大させることでスタートさせました。現在、

相模原市と越谷市の 2 カ所に出店し、2020 年度には新たに 3 店舗の出店を計画してまいります。 

将来的には、エネルギー店舗との複合店を関東エリアで 20 店舗まで増やし、リフォーム事業で 40 億円

の売上を目指します。さらには、フランチャイズ展開も視野に入れております。 



33 
 

 

 

次に紹介するのは、BtoB事業のシナネンが事業に参画した、韓国大型風力発電事業です。 

90 メガワットクラスの大型陸上風力発電事業で、2020 年内に着工し、2021 年度下期に商業運転を開始

し、大規模発電事業者に対して長期固定価格で販売する再生可能エネルギー事業であります。 

本事業は、当社グループで初の海外再生可能エネルギー事業であり、当社グループが目指すグローバル

総合エネルギーサービス企業グループへの挑戦に大きな役割を果たすことになります。本事業を足掛か

りとして、海外における再生可能エネルギー事業、SDGs投資の一つとして、さらに拡大していきま

す。 



34 
 

 

 

次も、BtoB 事業のシナネンが中核となって展開する、新型マイクロ風力関連事業です。 

発電効率、静音性、安全性において画期的に優れた技術であり、展示会においても大きな注目を浴びま

した。今年 2 月に、Sinagy Revo 株式会社を設立し、新型マイクロ風車の開発・設計・製造・販売・保

守・メンテナンス事業を展開してまいります。 

新型マイクロ風車による発電だけにとどまらず、防犯カメラ、LED 照明装置、Wi-Fiなどの通信設備な

どを搭載することによって、多目的使用が行われ、BCP 対策にも応えていきます。既に海外の複数企業

から引き合いを受けており、2021 年度中の本格的な販売を計画しております。引き続き地方自治体、

病院、不動産会社などに提案を行ってまいります。 

海外のニーズも高いと予想され、グローバルな展開も視野に入れております。 
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注目事業の 4 番目は、シナネンモビリティプラスのシェアサイクル事業になります。 

ソフトバンクのグループ会社が提供するシステムを利用し、ダイチャリブランドで電動アシスト自転車

のシェアリングサービスを提供しています。 

ラストワンマイルの交通手段として、東京、神奈川、千葉、埼玉の 1 都 3 県を中心に利用されていま

す。現在、コンビニエンスストア 3 社、地方自治体や主要な駅を中心にステーションを設置。2020 年 3

月末現在で、ステーション数は約 1,200 カ所、6,000 台を超える電動アシスト自転車を有する、業界ト

ップクラスのシェアサイクル事業にまで成長しております。 

コロナによる緊急事態体制により急激に認知度が増し、日々登録者数が増えております。今後、MaaS

において、短距離モビリティとして、他の交通機関と連携して成長が見込まれています。 
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注目の最後は、シェアオフィス事業です。 

浜松町の旧本社ビルを活用して、新規ビジネスの創出を目的としたシェアオフィス、コワーキングスペ

ース seesaw をオープンいたしました。スタートアップ企業の支援や、当社の新規事業の創出に挑戦し

ていきます。 

seesawでは、新規事業コンテストやビジネスマッチング等のイベント開催も構想しており、当社グル

ープのイノベーションの発信基地となることを期待しています。 

また、現在ここを拠点に、新規ビジネスの実証実験も行っております。 
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当社グループでは、ESG、SDGs に積極的に対応していきます。 

まず、ESG です。環境への対応については、グループ会社で多数の太陽光発電所を保有し、低 CO2 の

電気の販売を開始するなど、脱炭素社会への対応を早めています。また、木質系の廃材を利用したバイ

オマス燃料の製造、販売の他、シェアサイクル事業では、ラストワンマイルの交通機関として、環境と

健康に良いサービスを提供しています。 

社会では、2007 年の開始以来 13 回にわたり、いつもありがとう作文コンクールを主催してまいりまし

た。今年も第 14 回の、いつもありがとう作文コンクールの応募を開始しています。昨年は、約 3 万

9,000 通の応募がありました。 

この他、ミライフ西日本少年サッカー大会の開催や、タカラビルメンの掃除ウォーキングなど、社会活

動に取り組んでいます。 

最後に、ガバナンスです。内部監査機能を強化するため、グループの内部監査機能を集約し、内部監査

のメンバーを増やした他、専門外部人材を積極的に登用し、質、量ともに内部監査の高度化を進めまし

た。 
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最後に、当社グループでは、持続可能な社会の実現に向けた取り組みも推進しています。主な活動内容

と対応する SDGs項目を記載いたしましたので、ご参照願いします。 
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最後に、第二次中期経営計画における当社の株主還元の方針を説明いたします。 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要施策として位置付け、株主還元は配当を基本とし

て連結配当性向 30%以上を目安に、安定的な配当を実施してまいります。 

上記基本方針の下、足下の不安定な経済不況に対応するため、財務基盤の安定と不測事態に対応する資

金能力の確保を最優先するとともに、事業領域拡大に向けた投資を積極的に実施していきます。そし

て、状況に応じて株主様への追加還元を検討していきます。 



40 
 

 

 

本日は、当社の第二次中期経営計画のご説明をお聞きいただきまして、誠にありがとうございました。 

ご質問をお受けすることができず、誠に申し訳ありません。何かございましたら、記載の問合せ先にご

連絡いただければ幸甚です。 

ご視聴、どうもありがとうございました。 

［了］ 


